
第三者（加害者）の行為が原因により介護が必要になった場合には、被害者に過失がない
限り、必要となった介護費用は加害者が負担するのが原則です。介護保険サービスを利用した
場合、被害者が「第三者の行為に係る届出書」を提出することで、横浜市が被害者に代わり、
加害者に介護費用の保険給付分を請求することになります。

交通事故や傷害事件等、第三者（加害者）の行為が原因により介護保険のサービスを利用す
る場合は、「第三者の行為に係る届出書」を必ず提出してください。
届出には、警察の交通事故証明書等も必要となりますので、お早めに区役所保険年金課にご
相談ください。

なることがあります。

※介護予防・生活支援サービス事業を利用した場合は、計算方法が異なることがあり、世帯合算をした結果、
　一名の世帯員にまとめて払い戻される場合があります。

●内　　容
1か月の利用者負担が一定の上限額（下表）を超えるときには区役所に申請すると「高額介護

サービス費等」が払い戻されます。ここでの利用者負担とは、保険対象である介護サービス費用の
1割（一定以上の所得がある場合は2割または3割）負担相当額をさします。

●利用のながれ
高額介護サービス費等の支給を受けるには、区役所に申請する必要があります。
また、２回目以降払戻しに該当する場合には、原則、初回申請時に指定した口座に振り込まれます。

利用者負担の軽減について

等

現役並み所得者Ⅲ（課税所得690万円以上）に相当する方がいる世帯の方

現役並み所得者Ⅱ（課税所得380万円以上690万円未満）に相当する方がいる世帯の方

世帯のどなたかが市民税を課税されている方または
現役並み所得者Ⅰ（課税所得380万円未満）に相当する方がいる世帯の方

・老齢福祉年金を受給している方
・前年の「公的年金等収入額※2」と「その他の合計所得金額※3」の
  合計が年間８０万以下の方

生活保護等を受給されている方※4

140,100円（世帯） 

  93,000円（世帯） 

  24,600円（世帯）
  15,000円（個人）

  15,000円（個人）

  44,400円（世帯）

  24,600円（世帯）

自己負担の上限額（月額）
上限額（月額） ※1所得区分

※高額介護サービス費等の対象外となるもの
　介護予防・生活支援サービス事業の一部、施設サービスなどの食費・部屋代等、福祉用具購入、住宅改修

世帯の全員が市民税を課税されていない方

※１　「世帯」とは、住民基本台帳の世帯員で、介護サービスを利用した方全員の負担の合計の上限額を指し、
　　　「個人」とは、介護サービスを利用したご本人の負担の上限額を指します。
※２　情-7ページ「保険料について」の※２を参照
※３　情-7ページ「保険料について」の※３を参照
※4　上限額を15,000円に減額したことにより生活保護の被保護者とならない方は世帯で15,000円になります。

…

サービスの利用者負担について
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